
「派遣先の事業において従事する業務の内容」欄は、災害が発生し
たときに労災保険給付の対象となるかを判断する上で重要な項目で
すので、特別加入者として行う業務の具体的内容を明確に記載して
ください。

「特別加入予定者」 欄は、海外派遣者として特別
加入を予定している方を全員記載してください。

※この様式は、厚生労働省ホームページからダウンロードできます。
　（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/rousaihoken.html）

QRコードはこちら⇒

　特別加入者が業務または通勤により被災した場合には、保険給付が行われますが、そ
の災害が特別加入者の故意または重大な過失によって発生した場合や保険料の滞納期間
中に生じた場合には、支給制限（全部または一部）が行われることがあります。

　派遣元の団体または事業主は、海外事業が廃止となる場合や、海外派遣者のうち
特定の方が海外派遣期間の終了等により帰国する場合など、海外派遣者の全部また
は一部が特別加入者でなくなるときは、所定の様式を所定期間内に監督署長を経由
して労働局長に提出する必要があります。

①海外派遣者全員が特別加入者でなくなるとき
　例：海外事業が終了し、海外派遣者全員を脱退させる場合。

⇒　特別加入に関する変更届・特別加入脱退申請書（様式第34号の12）のうち、「特
別加入脱退申請書」を丸囲みし、内容記載の上で提出してください。

　※労働局長の承認が必要になります。

②海外派遣者のうち、特定の人のみが特別加入者でなくなるとき
　例：海外支社に派遣中の５人のうち２人が派遣期間終了により帰国する場合。

⇒　特別加入に関する変更届・特別加入脱退申請書（様式第34号の12）のうち、
「特別加入に関する変更届」を丸囲みし、内容記載の上で提出してください。

（注）海外派遣者のうち特定の人のみが、派遣期間の終了等により国内に帰国した
場合は、「特別加入に関する変更届」の提出がなかったとしても、その日に特
別加入者としての地位は消滅することになりますが、適正な労働保険料の算
定に必要な場合があるため、帰国された方に係る「特別加入に関する変更届」
をすみやかに提出してください。

　これらの書類は、脱退または変更を希望する日の30日前から前日までの間に提出する必
要があります。例えば、３月31日に脱退または変更を希望する場合は、３月１日から３月
30日までに提出してください。
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特別加入を承認されている人の氏名、業務内容、派
遣先の事業の名称や所在地、派遣する国などに変更
があった場合には、この欄に記載してください。

新たに海外派遣者となった人を追加して特別加入
させる場合には、この欄に記載してください。

帰国等により、派遣先の事業に従事しなくなり特別加入者の
資格を失った人がいる場合には、この欄に記載してください。

※この様式は、厚生労働省ホームページからダウンロードできます。
　（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/rousaihoken.html）

QRコードはこちら⇒

厚⽣労働省では、事業主の皆さまの事務負担を減らすため、⾏政⼿
続きの簡素化を進めています。今回、「労災保険特別加入制度」に関
する⼿続きを改正し、海外派遣に関する報告書の提出を廃止すること
となりました。

そのため、令和２年４⽉１⽇以降、特別加入申請書（海外派遣者）また
は特別加入に関する変更届（海外派遣者）を提出し、労災保険特別加入を
する海外派遣者については、「海外派遣に関する報告書」を提出する
必要は無くなります。

海外派遣の特別加入を⾏う事業主の皆さまへ

厚⽣労働省

海外派遣に関する報告書の廃止に伴う注意事項

詳しくは、最寄りの都道府県労働局または労働基準監督署にお問い合わせください。

１. 以下のケースの場合は、特別加入に関する変更届（様式第34号の12）を
所轄労働局⻑（所轄労働基準監督署⻑経由）に届け出てください。

 「派遣先の事業において従事する業務の内容」の欄には、
従事する業務の内容、地位・役職名を必ず記載する。

令和２年４⽉１⽇以降、

「海外派遣に関する報告書」を
提出する必要は無くなります

 特別加入者の要件に該当しなくなった方※がいる場合（全員が脱退する場合を除く）

※ 派遣期間の終了により日本に帰国した方については、
「特別加入に関する変更届（様式第34号の12）」の提出が必要です︕
帰国後は、速やかに所轄労働基準監督署にご提出ください。

2. 特別加入申請書（様式第34号の11）、特別加入に関する変更届（様式第34号の12）
を作成する際は、下記の点にご注意をお願いします。

 特別加入予定者（または新たに特別加入者になった方）が、派遣先の事業場で使
用される労働者以外の方（例︓派遣先事業の代表者、役員など）の場合（または、
既に派遣先の事業場で使用されている労働者が、労働者以外の方になった場合）
には、「派遣先の事業において従事する業務の内容」の欄に、該当する派遣先の
事業の種類、事業に関する労働者の人数と労働者の所定の始業・終業の時刻を併
せて記載する。
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